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令和７年度予算概算要求概要

予算の4本柱
1．物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進

3．自動車分野のＤＸや技術開発、人材確保等による事業基盤強化等の推進

4．自動車事故被害者救済、事故防止・安全対策の推進等

被害者の専門的な看護を行う療護センター

電動バス

モーダルシフト

高速道路での自動運転トラック
（イメージ）

2．脱炭素社会の実現に向けた自動車分野のＧＸの推進

概算要求概要

「一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し」については、大臣間合意を踏まえつつ、さらなる増額を
図るため、事項要求を行い、予算編成過程で検討する。

（事項要求）

自動車事故により障害を負った被害者やその家族・遺族に向けた
支援体制の整備等により、被害者救済対策のさらなる充実を図る。
自動車アセスメント事業等により、先進的な安全技術の普及を促進
し、事故防止・安全対策を推進する。

人手不足解消や物流の効率化を進めるべく、自動運転トラックを
活用した幹線輸送サービスの自動化による物流の効率向上効果
を検証し、自動運転物流の社会実装を後押しする。
交通事故低減や地域の足の確保等に資する自動運転の実現に
向けた環境を整備するとともに、デジタル技術の活用による生産
性向上や人材確保等を通じ自動車運送事業や自動車整備業の
基盤強化を図るほか、行政手続のさらなるデジタル化を推進する。
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2050年カーボンニュートラルや産業競争力の強化に向け必要不
可欠となる商用電動車の導入促進を図るほか、水素や合成燃料
をはじめとする内燃機関分野の開発促進を強化する。
再エネ導入とグリーン電力の地産地消について、自動車分野に
おける活用を推進する。

物流の革新や持続的成長のため、「2030年度に向けた政府の中
長期計画」を踏まえ、モーダルシフト等の物流GX、自動化・機械
化機器の導入等の物流DX、標準仕様パレットの利用促進等の物
流標準化やデータ連携といった物流効率化のほか、商慣行の見
直しや荷主・消費者の行動変容促進等に着実に取り組む。

出典：日野自動車HP

一般会計
概算要求額 6年度当初

（ うち、物流関係
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※本表における計数は、端数処理の関係で、合計した額と一致しない場合がある。
※本表における計数は、政府情報システムに係る経費（デジタル庁一括計上分）を含まない。
※［ ］内は他局・他省庁予算の関連事項であり、計数に算入していない。

主要施策別
（単位：百万円）

増減率

 1． 20,861 13,219 1.58

物流の効率化 20,525 13,138 1.56

17,000 12,200 1.39 財投

商慣行の見直し 149 65 2.28

荷主・消費者の行動変容 143 16 8.96

中長期計画を踏まえた取組の効果等のモニタリング 44 － 皆増

 2． 662 578 1.15

100 － 皆増

脱炭素に向けた産学官連携による次世代大型車開発促進事業 563 578 0.97

 3． 4,557 3,657 1.25

313 － 皆増 再掲

自動運転（レベル４）法規要件の策定 185 231 0.80

自動車の技術・基準の国際標準化等の推進 736 769 0.96

自動車登録検査関係手続のデジタル化 2,881 2,385 1.21

19 16 1.20

21 － 皆増

自動車整備業の人材確保・育成の推進 227 193 1.18

102 64 1.59

47 － 皆増

自家用車活用事業等のモニタリング・検証に関する調査 25 － 皆増

[「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開] ※内数 [27,399] [21,405] － 総政局等

 4． 14,408 13,810 1.04

292 113 2.58

自動車事故被害者支援体制等整備事業 1,376 1,351 1.02

350 200 1.75

自動車アセスメント事業 ※内数 9,292 9,658 －

自動車運送事業の安全総合対策事業 1,786 1,329 1.34

先進安全自動車の整備環境の確保事業 714 684 1.04

130 180 0.72

自動車運送事業者に対する監査体制の強化 51 49 1.05

自動車運送事業の安全対策事業 354 190 1.87

高齢運転者等の事故防止対策の推進 60 54 1.11

（歳入関係）一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し 事項要求 6,500 －

事故被害者へのアウトリーチ強化・ユーザー理解増進事業

人手不足解消に向けた自動運転トラックによる幹線輸送実証事業

自動車運送業における外国人材の適正な受入環境の確保

主要施策

自動車事故被害者救済、事故防止・安全対策の推進等

（独）自動車事故対策機構千葉療護センターの機能強化

R6年度
予算額

備考

自動車運送事業の各種申請手続オンライン化に伴う申請手続の最適化・効率化のための調査

事業用自動車の重大事故に関する事故調査等機能の強化

R7年度
要求額

自動車整備工場に対する監査体制の強化

物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進

 うち財政投融資を活用した物流施設・DX・GX投資の支援

アジアを中心とした質の高い物流システムの構築・国際標準化の推進

脱炭素社会の実現に向けた自動車分野のGXの推進

商用電動車の性能評価・導入促進事業

自動車分野のDXや技術開発、人材確保等による事業基盤強化等の推進



鉄道（コンテナ貨物）や内航海運（フェリー・RORO船等）の輸送力を今後10年程度で倍増することを
目指し、モーダルシフト等を強力に促進するため、地域の産業振興等と連携した先進的な取組を行う
際の大型コンテナやシャーシ等の導入経費を支援する。

物流効率化法に基づくモーダルシフト等の取組について、計画策定経費や認定を受けた取組等の
初年度の運行経費を着実に支援する。

トラックドライバーの担い手確保にも資するよう、多様な輸送モードの更なる活用に向けた新規需要調
査や実証経費等を支援する。

主要施策別説明資料

１．物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進

物流の革新や持続的成長のため、「2030年度に向けた政府の中長期計画」を踏まえ、
モーダルシフト等の物流GX、自動化・機械化機器の導入等の物流DX、標準仕様パレット
の利用促進等の物流標準化やデータ連携といった物流効率化のほか、商慣行の見直しや
荷主・消費者の行動変容促進等に着実に取り組む。

物流の効率化 【3,525百万円（938百万円 3.8倍）】

モーダルシフト等の強力な促進 【599百万円】

物流GXの推進 【600百万円】

物流の脱炭素化に向けて、物流施設等において次世代エネルギー
である水素や再生可能エネルギー等を活用するための充電設備等
を導入する事業を支援する。

物流DXの推進 【545百万円】

AI等を活用した貨物情報のマッチング、センサや画像解析を通じた荷積みの最適化、深夜・早朝等
の無人の時間帯における物流施設の自動施錠・開錠といった物流のイノベーションを実現するため
の実証事業を行うとともに、自動運転トラックやドローン物流の社会実装に向けた取組を支援する。
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地方公共団体

物流事業者荷主 海運シャーシ

31ft

40ft

大型コンテナ

（大型トラックと互換性のある規格）

導入支援

水素スタンドFCVトラック

高速道路での自動運転トラック
（イメージ）

ドローンによるラストワンマイル配送の効率化
（イメージ）

AI等を活用した貨物情報のマッチング
（イメージ）
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出典：日野自動車HP



物流標準化・データ連携の推進 【150百万円】

物流データの標準形式を定めた「物流情報標準
ガイドライン」に準拠したデータ連携により、共同
輸配送や帰り荷確保、配車・運行管理の高度化等
を図る複数の荷主、物流事業者等の取組に対し、
システムの構築・改修費用等を支援する。

災害時における円滑な支援物資物流の実現とサプライチェーンの
維持・確保のため、非常用電源設備の導入支援等による物流施設
の災害対応能力を強化するとともに、地方公共団体と物流事業者
が連携して取り組む物資輸送訓練に対する支援を行う。

非常用電源設備
自動車運送事業の安全対策の推進等 【1,225百万円】（自動車安全特別会計）
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クラウドサーバー

無線通信
（LTE等）

通信機能付デジタル式運行記録計・
ドライブレコーダー 一体型

運行管理の高度化により輸送
の安全確保を図るため、デジ
タル式運行記録計や遠隔点
呼機器等の普及を促進すべく、
対象機器の補助等を行う。

専用の解析ソフトで分析 自動点呼機器

遠隔地における
点呼機器

中小物流事業者における業務効率化や働き方改革のための自動化・機械化・デジタル化により、
多様な人材の確保・育成を推進するため、システムの構築や自動化機器の導入等を支援する。

多様な担い手の確保・育成のための環境整備 【335百万円】

車両の効率化設備導入支援業務効率化・経営力強化支援

人材確保・育成支援

• 予約受付、動態管理、求貨求車システム、原価算定
に資するシステム等の導入、事業継承

• 物流施設へのシステムや機器の導入による自動化・機
械化・デジタル化

• 大型・けん引免許やフォークリフト運転資格の取得 等

• テールゲートリフター、トラック搭載クレーン等の導入による
荷役作業に係る時間や作業負担の軽減

物流拠点の機能強化等 【71百万円】

テールゲートリフター

トラック搭載クレーン

パレット標準化を通じた荷役時間の短縮のため、
本年６月の官民協議会で標準的な規格と運用を
整理した「標準仕様パレット」を導入する荷主や
物流事業者等に対し、フォークリフトやラック等の
パレット運用に必要な設備導入・改修等のための
費用を支援する。

トラックの過積載・過労運転
等の防止を図るための調査・
分析等を行う。



原則来年４月の改正物流法の施行に向けて、荷待ち・荷役時間の削減や積載率の向上等のための
荷主・物流事業者に対する規制的措置の執行体制を整備する。

トラックドライバーの賃上げ原資の確保に向けて、物流業界の多重下請構造の是正や「標準的運賃」
の普及・浸透に向けた実態調査や、トラックGメンによる悪質な荷主・元請事業者への是正指導等を
的確に行うための調査等を行う。

商慣行の見直し

荷主・消費者の行動変容

【149百万円（65百万円 2.3倍）】

荷待ちがある1運行の平均拘束時間と内訳

荷待ち・荷役
3時間超

（トラック輸送状況の実態調査(R2)より）

【143百万円（16百万円 9.0倍） 】

中長期計画を踏まえた取組の効果等のモニタリング 【44百万円（新規）】
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物流の適正化・生産性向上をさらに進めるための「2030年度に向けた政府の中長期計画」について、
次期「総合物流施策大綱」のタイミングと合わせた見直しを見据え、当該計画を踏まえた取組の効果
等のモニタリングを着実に実施する。

本年10月からの再配達率半減に向けたポイント還元実証事業の実施を契機として、宅配事業者の
更なる負担軽減を図るため、宅配ロッカー等の多様な受取方法やゆとりを持った配送日時指定等を
消費者がより自発的・積極的に選択する仕組みの構築に向けた先進的な取組に対して支援を行う。

真荷主 元請事業者

１次下請け

２次下請け…
n次下請け

（実運送事業者）

多重下請構造のイメージ トラックGメンの活動状況
（トラックドライバーへのヒアリング）

大型車駐車スペースが
あるコンビニ駐車場

高速SA、PA

輸送力不足の見通し（対策を講じない場合） 政策パッケージの輸送力への効果（2030年度）

輸送力試算
2024年度 2030年度

必要輸送力 100 100
施策なしケース ▲14 ▲34

＋4.5 ＋7.5荷待ち・荷役の削減
+6.3 +15.7積載率向上
+0.7 +6.4モーダルシフト
+3.0 +3.0再配達削減

+2.0その他(トラック輸送力拡大等)

+14.5％ +34.6％

荷主等による物流改善の取組状況等について見える化を行い、企業の努力を消費者や市場からの
評価につなげる仕組みの創設に向けた調査・検討を行う。

駅や公共施設の
コインロッカー等を活用

宅配ロッカー情報

宅配ルートの効率化

複数事業者間のデータ連携による
宅配ロッカーの空き状況等の見える化
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物流の革新や持続的成長に向けた中長期計画を踏まえた取組の推進

物流の停滞が懸念される「2024年問題」に対応するため、昨年６月、我が国の物流の革新に関する関係
閣僚会議において、①物流の効率化、②商慣行の見直し、③荷主・消費者の行動変容を柱とする抜本
的・総合的な対策を取りまとめた「物流革新に向けた政策パッケージ」が決定されました。また、昨年10月に
は、可能な施策の前倒しを図るべく、「物流革新緊急パッケージ」が取りまとめられました。さらに、本年２月に
は、中長期的な対策として、物流の適正化・生産性向上をさらに進めるため、「2030年度に向けた政府の
中長期計画」が策定・公表されたところです。
こうした中、本年７月25日には第５回目の関係閣僚会議が開催され、「政策パッケージ」の進捗状況と
今後の対応について議論されました。また、会議では、総理から、「物流は、国民生活や経済を支える重要な
社会インフラです。今後の人口減少社会を見据えると、物流機能維持には、既存の物流インフラを活用しつ
つ、物流の常識を根本から革新していく取組が不可欠です。国土交通大臣を中心に政府一丸となって対処
し、来年度予算及び秋に予定する経済対策を含め、長期ビジョンに立った対策を迅速に講じてください」と
の指示があったところであり、物流の革新と持続的成長に向けて、国土交通省が中心となり、荷主を所管する
関係省庁と連携しながら、政府一丸となって、あらゆる施策を総動員して取り組んでまいります。
特に、物流の効率化に向けては、物流拠点の機能強化や物流ネットワークの形成支援を図るため、地域の
産業振興やまちづくり等と連携しながら、社会資本整備総合交付金等を活用して関連都市インフラの整備
等を推進してまいります。

財政投融資計画要求額：17,000百万円（12,200百万円）事業目的

事業内容

拠点集約・大型化【事業例】【財投支援スキーム】

鉄道・
運輸機構

民間金融
機関等

計画

国

出融資

融資
財政
投融資

作
成

物
流
事
業
者
等

出資

国土交通大臣認定

財政投融資を活用した物流施設・DX・GX投資の支援 【財政投融資】

我が国産業の国際競争力強化、消費者需要の高度化・多様化に伴う貨物の小口化・多様化への対応、
環境負荷の低減及び流通業務に必要な労働力の確保を図る。

物流効率化法に基づく大臣認定を受けた事業において、物流拠点や物流DX・GX関連設備の整備を
行う者に対して、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構を通じた財政投融資による支援を行う。

バラバラな輸送網

太陽光 EVトラック

トラックバース 緑地交流スペース 休憩施設



２．脱炭素社会の実現に向けた自動車分野のＧＸの推進

2050年カーボンニュートラルや産業競争力の強化に向け必要不可欠となる商用電動車
の導入促進を図るほか、水素や合成燃料をはじめとする内燃機関分野の開発促進を強
化する。
再エネ導入とグリーン電力の地産地消について、自動車分野における活用を推進する。
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脱炭素に向けた産学官連携による次世代大型車開発促進事業 【563百万円（578百万円 1.0倍）】

目 的

内 容

運輸部門におけるCO２排出量の約４割を占める大型車分野に関して、産学官連携のもと、①重量車の
電動化技術と②水素、合成燃料をはじめとするカーボンニュートラル燃料における内燃機関分野等の
開発促進の強化を図り、2050年カーボンニュートラルの実現に貢献する。

① 重量車の電動化へ向けた対応

水素燃料電池自動車
の重量車燃費測定法を
確立する。

② 脱炭素燃料の実用化へ向けた対応

水素燃焼特性の解明
及びその高効率利用
を図る。

電費向上に資する大型
車向けブレーキ回生技
術の開発を実施する。

合成燃料使用時の車両信
頼性等への影響について検
証する。

国土交通省

基盤技術研究

応用技術研究

新技術の
評価法策定

大学・研究機関

中核的研究機関

メーカー

実施体制

商用電動車の性能評価・導入促進事業 【100百万円（新規）】

目 的

内 容

コスト、バッテリー性能等の電動車の導入における懸念点を払拭するとともに、再エネ導入とグリー
ン電力の地産地消を推進することで、商用電動車の導入を促進する。

商用電動車の導入ガイドラインの策定及び電動車の性能等を評価検証・公表制度創設を行うとと
もに、バッテリーの再利用を行う実証事業を実施。

商用電動車の導入ガイドラ
イン（手引き）の策定

バッテリー再利用実証事業電動車の性能評価・
公表制度の創設

★★★★☆総合評価



（関連事項）商用車の電動化促進事業 【エネルギー対策特別会計（環境省）R5年度補正】

内 容

目 的

• 2050年カーボンニュートラルの達成に向け、商用車電動化は必要不可欠である。
• このため、商用車の電動化（BEV、PHEV、FCV等）を支援し、普及初期の導入加速を図る。

補助対象
車両の例

【トラック】補助率：標準的燃費水準車両との差額の2/3 等

EVトラック/バン FCVトラック

※本事業において、車両と一体的に導入するものに限るEVタクシー FCVタクシー

【タクシー】補助率：車両本体価格の1/4 等

PHEVタクシー

【充電設備等】補助率：1/2 等

EVバス FCVバス

【バス】補助率：標準的燃費水準車両との差額の2/3 等

補助対象
車両の例

補助対象
車両の例

補助対象
設備の例

充電設備

• 商用の電動車及び当該車両に必要となる充電設備等の導入に対し補助を行う。

商用ＥＶ導入促進のための支援

地域住民の生活や経済活動を支えるトラック・バス・タクシーにおけるEVの集中的導入に対する支援と
して、令和７年度の予算確保が必要。
EV化と再エネ導入を組み合わせて推進することにより、①カーボンニュートラル、②再エネの地産地消、
③運輸事業の持続的成長に貢献してまいります。

EV化・再エネ化による効果（イメージ）EV化・再エネ化による効果（イメージ）

EVバスを例としたバッテリー交換による収益改善（イメージ）EVバスを例としたバッテリー交換による収益改善（イメージ）

我が国のバスの平均使用年数は20年であるが、バッテリーの寿命は７年程度。７年程度で車両更新をした場合、
ディーゼル車に比べて費用がかかるという課題があることから、バッテリーのみの交換、再エネ電力への転換等を行うことで、
収益改善の最大化に向けた実証を行う。

8



３．自動車分野のＤＸや技術開発、人材確保等による事業基盤強化等の推進
人手不足解消や物流効率化を進めるべく、自動運転トラックを活用した幹線輸送サービス
の自動化による物流の効率向上効果を検証し、自動運転物流の社会実装を後押しする。
交通事故低減や地域の足の確保等に資する自動運転の実現に向けた環境を整備する。
デジタル技術の活用による生産性向上や人材確保等を通じ自動車運送事業や自動車
整備業の基盤強化を図るほか、行政手続のさらなるデジタル化を推進する。

9

人手不足解消に向けた自動運転トラックによる幹線輸送実証事業 【313百万円（新規）】 [再掲］

目 的

内 容

自動運転（レベル４）法規要件の策定 【185百万円（231百万円 0.8倍）】

目 的

内 容 三位一体の安全対策の検討

走行環境を踏まえた自動運転の安全確保に関するガイドライン改定

自動運転移動サービスの実現に向けた自動運転の実証事業拡大及び社会実装

自動運転に対する社会受容性の形成と技術レベルに応じた段階的な自動運転の社会実装
を目的として、自動運転システムの責任範囲と判断のあり方の両面から、社会が受け入れら
れる自動運転車の安全水準を明確化し、車両の性能に応じて三位一体の総合的な安全対
策を検討する。

速度超過
車両

落石
不可避な
飛び出し

無理な
割り込み

等

・道路状況、環境状況

・インフラ協調の有無

・他車両の実勢速度

走行環境による安全確保

インフラ協調等における安全確保の仕方
について整理

車両性能等による安全確保

車両性能の向上や、自動運転システムの
「判断」のあり方等から、安全確保可能な
範囲などを明確化

交通参加者の安全対策

「自動車の事故への受容性」について
の意識調査を実施する等などを行い、
現状の社会受容性を把握しつつ、今後
の受容性向上に向けた対策を検討

人手不足解消や物流効率化を進めるべく、自動運転トラックによる幹線輸送実証事業を通じて、物流の
効率向上効果を検証し、自動運転物流サービスの社会実装を後押しする。

＜対象事業のイメージ＞
物流拠点間の幹線道路における自動運転
トラックによるピストン輸送の実証
自動運転トラックの活用に資する物流拠点
の整備・最適化 等

＜補助対象経費＞
自動運転車両の導入経費：車両購入費・部品費・架装費 等
物流拠点開発・整備費用：駐車スペース、トラックバースの造成・舗装 等
物流システム開発・構築費：自動運転トラックを活用した物流システム等の開発・構築経費 等

＜対象事業者＞
道路運送事業者、自動運転関連事業者 等
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自動車の技術・基準の国際標準化等の推進 【736百万円（769百万円 1.0倍）】

目 的

内 容

自動車登録検査関係手続のデジタル化 【2,881百万円（2,385百万円 1.2倍）】
目 的

内 容

グローバル化が進展する国際自動車市場において、技術力を有する我が国の自動車メーカー等が活躍
できる環境を整備するため、日本の技術・基準の国際標準化等を推進する。

日本の自動運転技術等の戦略的国際標準化の推進

自動車の国際基準を策定する国連の会議体（WP.29）において、
官民一体となって日本の技術・基準の国際標準獲得を進める。

・ 官民連携による国際標準化の推進

・ 自動運転等に関する国際基準案の提案

・ 主要な専門家会合の議長職獲得

ライフサイクル全体のCO2排出評価手法の構築

カーボンニュートラルの実現には、自動車の製
造・廃棄段階など、ライフサイクル全体でCO2
排出量を評価することが必要である。

WP.29において公平で透明性が確保された
LCA（ライフサイクルアセスメント）手法の構築
に向けた議論を日本が主導する。

アジア諸国等との連携の推進

アジア諸国等との二国間会合や官民フォーラムを通じ
て連携体制を構築し、日本がリーダーシップをとって
国際基準を策定するとともにアジア諸国へ展開する。

1958年協定加入の動きが加速しているアジア諸国に
おいて、基準解釈や審査手法の統一に向けて、各国
の審査機関との連携を強化する。

自動車分野における脱炭素技術に関連する基準・
ルールの整備の支援等を通じ、アジア・ゼロエミッショ
ン共同体（AZEC）構想を推進する。

● 二輪自動車の希望番号制度導入に伴う対応

⇒ 令和８年度からの二輪自動車の希望番号制度に対応するため、MOTAS改修等を行う。

申請者

J-LIS
（市役所）

国土交通省
（運輸支局等）

②住民票等の情報連携
＜外部システムとの情報連携＞

● 次期自動車登録検査業務電子情報処理システム（MOTAS）構築に向けた検討

⇒ 申請者の利便性向上及び職員の業務効率化に向け、MOTAS ・OSS新機能の設計・開発業務を実施する。

• 自動車検査証等のキャッシュレス対応自動交付機の導入（申請者の利便性向上）

• 外部システムとの情報連携（申請者の住民票等の取得手続きの不要化）

• 申請書類の事前電子登録の実現及びAI審査の拡充（申請者の出頭回数の削減）

• 自動審査機能の拡充（運輸支局等職員の審査業務の効率化） 等

住所 東京都千代田区◇◇◇７－８－９

氏名 自情　三郎

上記の者を代理人と定め、下記自動車の　　変更登録　　申請に関する一切の権限を委任します。

(注:移転登録、変更登録、抹消登録等の別)

令和 年　　　月　　　日

　　　　　

委任者印 委任者印

委任者印

委任状

受任者

登録番号又は車台番号

印鑑証明届出承認済 第　　　　　　　　　　　　　号

委任者の氏名又は名称(フリガナ)及び住所

委任者の氏名又は名称(フリガナ)及び住所

委任者の氏名又は名称(フリガナ)及び住所

委任期限

※必要な場合のみ記入
年　　　月　　　日

東京都千代田区□□□４－５－６

自動車　次郎

ＤＥＦ－３４５６７８９

自動車

この写しは、登録されている印影と相違ないことを証明します。

　　東京都千代田区長

東京都千代田区□□□４－５－６

印鑑登録証明書

氏名

名称

生年月日

住所

備考

登録陰影
自動車　次郎

自動車　次郎

昭和△△年△△月△△日
自動車

東
京
都

千
代
田

区
長

OSS申請情報

AI画像認証技術を用いた、氏名・住所・印影 等の同一性確認 等

添付書類

＜申請書類の事前電子登録及びAI審査拡充＞

交付自動化・
キャッシュレス化

自動交付機・精算機
※クレジットカード、二次元コード決済を可能とする

＜自動車検査証等のキャッシュレス対応自動交付機＞

自動車登録検査関係手続のデジタル化の取組を更に進めることにより、申請者や関係事業者の利便性の向上を
図るとともに、自動車保有関係手続のワンストップサービス（OSS）の利用促進に向けた取組を実施する。

表記ゆれに係る
自動判定機能拡充

判断の難しい審査に専念

車検証交付の迅速化

表記ゆれのある申
請の全てに手動審
査・更正が必要＜自動審査機能の拡充＞

③車検
証交付

住民票

申請書

➀自動車登録申請

住民票等の取得手
続きを不要化

MOTAS・OSSシステム



アジアを中心とした質の高い物流システムの構築・国際標準化の推進 【19百万円（16百万円 1.2倍）】

国際的なサプライチェーンの構築、物流事業者の海外事業展開ニーズの高まりに対応し、我が国の
国際物流システムのシームレス化・更なる海外展開に向けた国際標準化を戦略的に推進することにより、
アジアを中心とした質の高い物流システムの構築を図る。

我が国物流事業者に有利な市場環境を形成するため、BtoB
の日本式コールドチェーン物流サービスに関する国際規格
（ISO31512）の普及・取得促進を行うとともに、新たな日本発の
国際規格を提案する。 
また、国際規格の意義や重要性を周知するため、官民学連
携によるセミナーなどを開催し、他国提案の規格による我が国
事業者への影響等も分析・共有する。

日中韓物流大臣会合の共同声明等に基づき、国際物流の
シームレス化及び環境にやさしい物流の構築に向け、リターナ
ブル物流容器（RTI：Returnable Transportation Items）を利用し
た実証輸送等を実施する。

＜パレットのリターナブル利用＞

シームレスな国際物流システムの推進

コールドチェーン物流サービスの国際標準化等の推進

目 的

内 容

＜日本式コールドチェーンの普及＞

自動車運送事業の各種申請手続オンライン化に伴う申請手続の最適化・効率化のための調査 【21百万円（新規）】
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目 的

政府全体の方針として、令和７年中に行政手続きのオンライン化を実施することとなっており、自動車運送
事業分野において喫緊の課題であるDX・デジタルガバメントに取り組み、運送事業者における生産性の
向上・経営効率化を推進する。

内 容

申請者（自動車運送事業者）
既存システム

運輸局（審査・受理）

M-NET

MOTAS

・ 来庁機会の減少
・ 複数手続の資料の共通化
・ データによる申請
・ 申請処理期間の短縮化 等

データベース業務一貫処理システム

・審査業務の機械化
・事業者データの共有化
・統計資料作成のシステム化 等

● 申請書類・添付書類の見直し ● 審査方法見直し ● 附帯業務の業務効率化 等BPRの実施

自動車運送事業に係る行政手続のオンライン化に向け、ＢＰＲを実施のうえ、システムへの登載（オンライン化
実装）を行いつつ、利用者利便を高めるべく連携すべき既存システムの選定、要件整理を行う。

※BPR：Business Process Reengineering （ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）
既存の業務プロセスを詳細に分析して課題を把握し、ゼロベースで全体的な解決策を導き出すこと。

・
・
・

＜スケジュール＞
R4：BPRの実施
R5～R7：BPRの実施→システムへの手続実装・試行運用等
R7末：オンライン申請の本格運用の開始

将来的な連携
を検討
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自動車整備業の人材確保・育成の推進 【227百万円（193百万円 1.2倍）】

目 的

内 容

自動車の点検整備、事故車修理を通じて安全・安心なクルマ社会を支える自動車整備業の持続的成長
のため、整備事業者が適正水準の利益を確保し、人材の確保・育成を進められる環境を整備する。

自動車整備業の有効求人倍率は4.99となるなど、自動車整備士の人材不足は深刻化。整備人材の
確保・育成のためには、働きやすい職場づくり、適正水準の利益確保、整備士の処遇改善が重要。

●全業種平均と自動車整備要員
の有効求人倍率の比較

修理工賃の実態調査

働きやすい職場の先駆的な
取組を調査する。

先進技術教材の活用により整備
士養成を推進する。

整備技術の向上の研修支援に
よりリスキリングを推進する。

事故車修理における標準作業
時間の実態を調査する。

工賃単価交渉の好事例を調査
する。

●事故車修理における適正工賃の確保

修理工賃＝（標準作業時間）× （工賃単価） の合計

●自動車整備要員の年間給与の推移

◆ 修理工賃の一般的な計算式

整備人材の確保・育成の推進働きやすい職場づくりの調査

1.07

4.99

0.59 1.17

H23 H26 H28 H30 R02 R04

386

488

471
507

H24 H26 H28 H30 R02 R04

◆ 事故車の修理作業 ◆ 修理後の自動ブレーキ等の調整

自動車整備工場に対する監査体制の強化 【102百万円（64百万円 1.6倍）】

広域かつ社会的影響の大きい不正整備事案に対応するために、監査要員の拡充や監査のDX化などの
監査体制の強化を行い、不正行為を根本から防止するための仕組み等を構築する。

１０２整備事業停止

認証工場（１３０事業場）

●ビッグモーター事案に対する行政処分件数

３７指定取消

４１車検業務の停止

うち指定工場（１０２事業場）

近年の整備事業者監査の処分件数は増加傾向であり、特に令和５年度のビッグモーターの不正事案
では、全国の130事業場に対して監査を実施し、114事業場に行政処分等を実施。この結果を受けて
「特別検討チーム」を設置し、効果的な監査のあり方について検討し報告書としてとりまとめた。その中
で必要性が示された関連する事業場に対する一括での監査等を実施するため、監査体制を強化する。

監査のDX化（効率化） 柔軟な監査実施体制の構築 研修の拡充

●指定整備事業者への処分件数

令和5年度は
令和元年度の約2倍

目 的

内 容

情報共有システム

タブレット使用
監査担当の柔軟な派遣 実践的な研修の実施
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自家用車活用事業等のモニタリング・検証に関する調査 【25百万円（新規）】

目 的

内 容

コロナ禍後の移動需要に対して交通サービスの提供が十分に確保できない事態が生じているため、
バス・タクシー・乗合タクシー・自家用有償旅客運送・自家用車活用事業等の多様な交通サービスに
よるサービス供給に係る現状及び各交通サービスの持続可能性等について調査する。

交通の充足度等に関する調査

自家用有償旅客運送・自家用車活用事業等の
移動需要に対する対応度合やバス・タクシー等
の「移動の足」の不足状態の解消度合に
ついて調査・分析

バス、タクシー、乗合タクシー、自家用有償
運送等の交通サービスの収益構造及び
その背景・要因等について調査・分析

交通の持続可能性に関する調査

自動車運送業における外国人材の適正な受入環境の確保

目 的

内 容

【47百万円（新規）】

自動車運送業分野（バス、タクシー及びトラック運転手）について、特定技能制度の対象分野への追加
が閣議決定（令和6年3月29日）されたことを踏まえ、特定技能協議会の運営、受入促進・フォローアップ
調査等を通じて、自動車運送業における外国人材の適正な受入環境を確保する。

＜主な協議内容＞
１．特定技能外国人の受入に係る制度の趣旨や優良事例の周知
２．特定技能所属機関等に対する法令遵守の啓発
３．就業構造の変化や経済情勢の変化に関する情報の把握・分析
４．大都市圏等への集中回避に係る対応策の検討・調整 など

【構成員】
・国土交通省
・受入事業者
・登録支援機関
・業界団体 等

自動車運送業分野特定技能協議会

協議会運営：制度の適正な運用を図るため、分野別の協議会を設置する。構成員の連携の緊密
化を図り、各事業者が特定技能外国人を受けれられるよう、制度や情報の周知、法令遵守の啓発
のほか、地域ごとの人手不足の状況を把握するなど、適正な受入環境を整備する。

受入促進・フォローアップ調査：送り出し国・登録支援機関・受入れ機関への実態調査・分析・取
りまとめ・優良事例の水平展開等を行い、特定技能外国人の受入を促進する。

特定技能外国人の情報管理：特定技能外国人の情報管理データベース構築等を行うことで、就
業実態を把握し、制度運営のための分析や、適正な受入環境確保につなげる。



○ 「交通空白」の解消
・ 「交通空白」の課題が存在する自治体において公共ライドシェア、日本版ライドシェア等の導入等
を一気通貫で支援
（地域における調査・合意形成、実証運行に係る車両・システム、運行費等の支援）
・ 官民連携、地域間連携、モード間連携による 「交通空白」の解消を支援
（都道府県が先導・補完する「交通空白」解消に資する取組みも後押し）
・ 観光地や主要交通結節点等におけるアクセス・予約円滑化等の支援
○多様な関係者の連携・協働等による持続可能な地域交通への進化
・ 官民、交通事業者間、他分野との共創やMaaSの広域化、交通データの利活用推進 等
・ 地域交通DX等による地域公共交通計画・協議会のアップデート支援
・ 自動運転の社会実装に向けた支援 等
・ 交通DX・GXによる省力化・経営改善支援
・ 旅客運送事業者の人材確保
・ 財政投融資（鉄道、バス、タクシー等のDX・GX投資に対する出融資）
・ ローカル鉄道の再構築方針策定等の後押し
・ 地域公共交通ネットワーク再構築に必要なバス・鉄道施設の整備支援
（社会資本整備総合交付金（地域公共交通再構築事業））
・ EV車両・自動運転車両などの先進車両導入支援
○ 地域公共交通の維持・確保等
・ バス、離島航路、離島航空路の運行・運航支援 等
・ 訪日外国人旅行者の地方誘客を支える公共交通機関等における受入環境整備（観光庁予算）

（関連事項）「交通空白」の解消等に向けた地域交通のリ・デザインの全面展開

内 容

【総合政策局等】

令和７年度要求額 27,399百万円
令和７年度要求額 608,930百万円の内数（※）

（※）地域公共交通再構築事業（社会資本整備総合交付金)

「交通空白」の解消は我が国のあらゆる地域における待ったなしの課題。
このため、「地域の足」「観光の足」の確保を強力に進めるとともに、デジタル技術も活用し、
地域のあらゆる関係者が参画した連携・協働の取組みを進めることにより、地域交通の
リ・デザインを全国的に展開する。

14

【「交通空白」の解消に向けた取組】
国土交通省「交通空白」解消本部（本部長：斉藤国土交通大臣、令和６年７月設置）の下、
全国各地で、タクシー、乗合タクシー、日本版ライドシェアや公共ライドシェア等を地域住民や来訪者が使えない
「交通空白」の解消に向けて一気呵成に取り組む。
※岸田総理大臣指示（第24回観光立国推進閣僚会議（令和6年7月19日)）
「第五に、二次交通の確保が不可欠であり、「交通空白解消本部」を司令塔として、地方公共団体と連携し、
デジタルを活用しつつ、交通空白の解消と利便性の確保に取り組んでいただきたい。」

【公共ライドシェアと日本版ライドシェア】

○ 市町村やNPO法人などが、
自家用車を活用して提供する、
有償の旅客運送。

○ 省令において「交通空白地
有償運送」及び「福祉有償運
送」を規定。

○ タクシー事業者の管理の下で、
地域の自家用車・一般ドライバー
を活用した運送サービス（令和６年
３月創設）。

○ タクシー配車アプリデータ等を活用
して、タクシーが不足する地域・時
期・時間帯を特定。



地域公共交通等における自動運転の推進

自動運転は、交通事故の削減や人手不足など地域公共交通が直面する課題に対する解決手段の
一つとして期待されており、地域限定型の無人自動運転移動サービスについて、2025年度目途 50ヵ所
程度、2027年度 100ヵ所以上の目標を実現※するべく、2024年度において、社会実装につながる「一
般道での通年運行事業」を25ヵ所以上に倍増するとともに、自動運転のすそ野拡大を図るため、全ての
各都道府県で1ヵ所以上の計画・運行を目指しています。
また、交差点等での円滑な走行を支援する「路車協調システム」の整備など、インフラ側からの支援も推
進してまいります。

● 99件の事業を採択し、全国各地で展開。

様々な状況における実走行データの収集などを通じ、

自動運転技術の向上を目指す。

● 25ヵ所以上で一般道での通年運行事業を実施予定。

自動運転バスに触れ、便利さを実感し、自動
運転への理解と期待（＝受容性）を高める。

2024年度

１）社会実装につながる「一般道での通年運行事業」を全都道府県で計画策定又は実施するとともに、
交差点等での円滑な走行を支援する「路車協調システム」の整備等インフラ側の環境整備も実施

２）地域限定型の無人自動運転移動サービスについて、当年度を目処に50箇所程度の地域で実装

2025年度

• 過疎地・都市部といった地域性や、通勤・通学需要への対応など、地域課題に応じた事業を積極的に支援

• 通年運行を行う中で、事業採算性の確保方策についても検証

※デジタル田園都市国家構想総合戦略（2022年12月閣議決定）
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20xx年現在

仮に１人が平均２台の車両を操作（遠隔監視または運転）すると、ドライバー不足の解決のみならず、
人件費の削減も期待できる。

ドライバー

自動運転の普及による将来的な経済効果（イメージ）

遠隔監視者

またはドライバー

約60万人

（遠隔監視者またはドライバー１人あたりの人件費を500万円と仮定）

年間3兆円の経費削減

約120万人

路車協調専用道

電磁誘導線・磁器マーカ交差点センサ

走行環境整備

全国各地で「いつでも・気軽に自動運転バス・タクシー」に触れ、
地域の住民から「見える」自動運転の導入を促進



４．自動車事故被害者救済、事故防止・安全対策の推進等

16

重度後遺障害を負われた被害者の専門的な治療・看護等を行う千葉療護センターの
リニューアルに向けた設計や、自動車事故被害者やその家族、遺族に向けた支援体制の
整備を進めること等により、被害者救済対策のさらなる充実を図る。
自動車アセスメント事業、ASV（先進安全自動車）・デジタル式運行記録計の導入支
援等により、先進的な安全技術の普及を促進し、事故防止・安全対策を推進する。

16

自動車事故被害者支援体制等整備事業 【1,376百万円（1,351百万円 1.0倍）】

目 的

内 容

■ 長期入院中の患者のリハビリテーションの充実
■ 退院後のリハビリテーション等への対応
■ 患者の家族等の介護者へのケア

■ 高潮・地震等の災害対策
■ 感染症等への対策
■ 患者プライバシーの確保

被害者ニーズへの対応施設の老朽化対策

千葉療護センターのリニューアルに向けて、施設の老朽化対策や被害者ニーズへの対応を踏まえた
設計を進める。

（独）自動車事故対策機構 千葉療護センターの機能強化 【292百万円（113百万円 2.6倍）】

目 的

内 容

以下の課題に対応するために、千葉療護センターのリニューアルを図る。
• 昭和59年の開設後40年が経過。老朽化が進行しており、老朽化対策

が必要。
• 被害者等よりリハビリテーション機能の充実が求められているものの、

狭隘等の理由により、今の環境では十分に利用者ニーズに応えられ
ていない。

• 感染症のリスクへの対応も必要。

千葉療護センター

自動車事故によって生じる後遺障害には遷延性意識障害、脊髄損傷、高次脳機能障害等、様々な
態様が存することを踏まえ、その態様に応じたリハビリテーションの機会等を確保するために必要な
支援の充実を図る。

■自動車事故被害者の介護者なき後の受け皿を整備するため、グループホーム等の新設を
支援するほか、介護職員の厳しい人手不足の状況を踏まえ、介護人材確保や設備導入等
に係る経費の補助を行う。

■引き続き住み慣れた地域での生活を継続したいニーズがある一方、重度後遺障害を負った
被害者に訪問系サービスを提供する事業者の人材不足が深刻な状況である。

■人材不足を緩和するため、訪問系サービスを提供する事業者を対象とした人材確保に係る
経費の補助を行う。

訪問系サービスの充実

その他、短期入院・短期入所を積極的に受け入れる一般病院等や、高次脳機能障害者の社会復帰の促進を図る障
害福祉サービス等事業所に対して事故被害者の受入促進につながる取組に係る経費の補助を行うほか、療護施設に
て、介護ロボット技術を試験的に導入し、その効果等を検証する事業を行う。

補助

介護事業所等

介護者なき後を見据えた受入環境整備の促進
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【 ●●●●百万円の内数（9,658百万円の内数） 】

17

事故被害者へのアウトリーチ強化・ユーザー理解増進事業 【350百万円（200百万円 1.8倍）】

目 的

内 容

令和４年の自賠法改正時の衆参両院における附帯決議や被害者へのアウトリーチ強化が求められて
いること等を踏まえ、自動車事故の被害者支援等を行うナスバの認知度向上や、自賠責の加入促進
等について積極的な広報事業に取り組む。

※アウトリーチとは･･･「被害者ノート」等の情報提供ツールを活用し、支援を要する事故被害者に必要な情報を確実に届ける取組み

＜自賠制度に関する情報発信＞
＜ナスバの認知度向上＞

■様々なメディアを活用し、自動車ユーザーに対して自賠責加入促進に関する積極的な情報発信や、
被害者支援を行うナスバの認知度向上に向けた周知活動等を行う。

【 9,301百万円の内数（9,658百万円の内数） 】

自動車ユーザーが安全性の高い自動車等を選択しやすい環境を整えるとともに、メーカーに対して
より安全な製品の開発を促すため、自動車等の安全性能評価（自動車アセスメント）を実施する。

結果を車種ごとに点数化して公表
（結果は、自動車メーカーの広報活動等で活用）

事故後被害軽減性能評価（１項目）

１．評価試験の実施

２．結果の公表

衝突被害軽減ブレーキ（自動ブレーキ）の試験、衝突試験など、様々な安全性能を評価する。
令和７年度は、令和８年度以降の新たな評価項目の設定のため「通信を利用した衝突回避支援技術」、
「後席乗員の傷害予測が可能な事故自動通報システム」の評価試験導入に向けた調査を実施する。

スバル「クロストレック／
インプレッサ」

『自動車安全性能2023』
ファイブスター大賞受賞

予防安全性能評価（９項目）

衝突被害軽減ブレーキ

等

フルラップ前面衝突

衝突安全性能評価（７項目）

等

事故自動緊急通報装置

自動車アセスメント事業 【9,292百万円の内数（9,658百万円の内数）】

目 的

内 容



先進安全自動車（ASV）、デジタル式運行記録計・ドライブレコーダーの機器等の普及を促進し、
事故の削減を図るため、自動車運送事業者に対して、対象機器等の補助を行う。
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自動車運送事業の安全総合対策事業 【1,786百万円（1,329百万円 1.3倍）】

目 的

内 容

○先進安全自動車（ASV）の導入支援
【補助率】 導入費用の１／２
【対象機器】 ・衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能付き）

・ドライバー異常時対応システム
・後側方接近車両注意喚起装置
・統合制御型可変式速度超過抑制装置
・事故自動通報システム
・アルコール・インターロック
・車輪脱落防止検知システム
・道路標識注意喚起装置 等

車輪脱落防止検知システム
衝突被害軽減ブレーキ
（歩行者検知機能付き）

○過労運転防止のための先進機器の導入支援
【補助率】 導入費用の１／２
【対象機器】 ・遠隔点呼機器、自動点呼機器

・運行中における運転者の疲労状態を測定する機器 等

ドライバーの居眠り
感知・警報装置

○デジタル式運行記録計・ドライブレコーダーの導入支援
【補助率】 導入費用の１／２、１／３
【対象機器】 ・デジタル式運行記録計及びドライブレコーダー

（一体型を含む）

○社内安全教育の実施支援
【補助率】 実施費用の１／３
【対象メニュー】 ・ドライブレコーダー等を活用した安全運転教育

・バスドライバーの実地型教育 等

○健康起因事故防止を推進するための取り組みに対する支援
【補助率】 実施費用の１／２
【対象検査】ＳＡＳ、脳血管疾患、心疾患、視野障害等のスクリーニング検査

主要疾患を未病段階で発見し治療に繋げることで、健康起因による事故防止を
図る。

デジタル式運行記録計
ドライブレコーダー

通信機能付のデジタル
式運行記録計・ドライ
ブレコーダー 一体型

クラウドサーバー無線通信
（LTE等）

専用の解析ソフトで分析

先進安全自動車の整備環境の確保事業 【714百万円（684百万円 1.0倍）】

目 的

内 容

衝突被害軽減ブレーキ等の先進安全装置の誤作動を防ぐための点検整備には、スキャンツールが
不可欠である。
適切な点検整備により自動車の不具合発生を防止し事故防止を図るため、スキャンツールの導入支援
等により、整備事業者における自動車の点検整備が確実に実施できる環境の構築を支援する。

接続

スキャンツール

スキャンツール

○スキャンツールの導入支援

- 補助率: 購入価格の１／３
- 上限額： １事業場あたり１５万円

○自動車のコンピューターに接続し、
先進安全装置等の故障情報を読み出すツール

○スキャンツールメーカーは、主に以下の手法により、
機器の開発・販売をしている。

・ 自動車メーカーから必要な技術情報を購入

・ 実際に自動車にスキャンツールを接続し、
開発したスキャンツールの動作等を確認

○スキャンツール普及促進のための実態調査

・ 低価格・高機能なスキャンツールの普及促進のため、
スキャンツール開発におけるボトルネック（技術情報購入
費等）を調査し、課題解決策を検討

専門的な知見を有する外部の専門家のコンサルティングを通じて、事業者の安全意識の向上を図る。
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自動車運送事業者に対する監査体制の強化 【51百万円（49百万円 1.0倍）】

事業用自動車の重大事故に関する事故調査等機能の強化 【130百万円（180百万円 0.7倍）】

目 的

内 容

社会的に大きな影響を与えた事業用自動車の事故について、事業用自動車事故調査委員会におい
て科学的・専門的見地から原因を分析し、再発防止策をとりまとめることにより、事故削減を図る。

○事故原因の調査分析

現地調査、再現実験、関係者へのヒアリ
ング等を通じて、事故原因について多角
的に調査・分析する。

○委員会における審議

労働科学、健康医学、自動車工学等の
専門家が参画し、事故原因の調査分析
結果を踏まえ、再発防止策を検討し、提
言としてとりまとめる。

○再発防止策の実施、周知・広
報活動の強化

テストコースにおいて、実際の車両、インフラ
等を再現し、より詳細に事故を分析する。

【事故の実証実験】

【事故現場の現地調査】

【委員会における審議】

【再発防止策の検討のための調査】

具体的な再発防止対策に反映する
ために、現場の実態を調査する。
（例）

・運転者の疲労、睡眠の状況
・運転者の健康管理

【ポスター・チラシの作成、配布、広告媒
体へ掲載】

【運行管理者講習向けDVDの作成】

再発防止策の事業者への浸透のた
め、様々な方法で周知・広報を行う。

【再発防止策を周知するセミナーの開催】

民間の調査員が、一般の利用者として実際に運行す
る観光バスへ乗車し、適切な休憩時間の確保など
営業所への立入監査では確認できない運行実態を
調査する。

【調査内容】
休憩時間の確保、

運転者の交替の状況 等
覆面調査員

調査表

観光バス

ICT機器を活用することにより、監査現場に
おける資料確認や監査実施後の書類作成
等の作業時間を短縮し、監査業務の効率化
を図っている。

運輸局に報告

※法令違反の可能性が高いと
認められる場合、事業者には
運輸局が監査等を実施するこ
とにより安全な運行を実現。

②ＩＣＴの活用①覆面調査の実施

軽井沢スキーバス事故等を踏まえ、事業用自動車に係る重大事故の防止を図るため、自動車運送
事業者に対して効率的かつ効果的に監査を実施する。

監査現場

リモート
接続

職場PC

モバイル
ルータ

地方運輸局等から
持参

運輸局・支局
サーバ

地方運輸局等

目 的

内 容



自動車運送事業の運行管理における安全性の向上や、労働環境の改善、人手不足の解消等のほか、
重大事故の発生や軽貨物自動車による事故の急増等も踏まえ、事業用自動車の総合的な安全対策を
推進する。
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自動車運送事業の安全対策事業 【354百万円（190百万円 1.9倍）】

内 容

目 的

①運行管理の高度化

②軽貨物自動車の安全対策

ICT技術の活用による、[1]
事業者間遠隔点呼、[2]自動
点呼について、自動車運送
事業者における運用状況を
調査するとともに、[3]事業者
間の運行管理業務の一元化
の実現に向けた検討を進める。

EC市場の拡大等に伴い、軽貨物自
動車による事故が急増し、令和6年5月
に公布された改正物流法等により軽貨
物事業者に対する安全規制が強化さ
れるところ、軽貨物自動車の事故防止
に係る動画作成等を行う。

点呼

点呼
支援
機器

[1]

[2]

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

B社の運転者A社の運行管理者

A社営業所 A社の運転者・車両

B社営業所 B社の運転者・車両

[3]

運行指示等

③事故発生状況等の調査分析

発生件数が高止まり傾向にあり重大事
故につながるおそれのある健康起因事故
や、乗合バスにおける車内事故、国際海
上コンテナトレーラーに係る事故等の防止
のほか、今後の交通事故削減目標の策定
に向けた調査・検討を行う。

高齢運転者等の事故防止対策の推進 【60百万円（54百万円 1.1倍）】

目 的

内 容

高齢運転者の日常における幅広い運転特性データを道路状況の異なる地域で収集し、AI画像解析
により高齢運転者の運転行動を分析して、事故防止対策の検討を行う。

高齢運転者の運転行動の把握

危険事象の注意喚起方法を検討して共通指針を示し、事業者の開発を促すことで、
交通事故防止を図る。

高齢運転者等による事故では、障害物、歩行者や、標示の見落とし等、認知ミスによる事故が多く
発生している。更なる事故防止に繋げるため、運転者に報知する技術について調査・分析を行う。

逆走事故対策に向けた調査・分析

事故が起きた道路状況、運転者の状況、現在の
対策状況等を調査し、事故原因や課題を分析する。

逆走事故

漫然運転対策に向けた検討

漫然運転者の特徴等を調査し、「漫然運転」の
判断基準や適切な注意喚起方法を検討する。

注意喚起方法の例

触覚 聴覚

等

漫然運転
前を見ているにもかかわらず、
注意が散漫で運転している状態
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一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し 【事項要求】

概 要

一般会計 自動車安全特別会計
（自動車事故対策勘定）

■ 政府保障事業

■ 被害者支援

■ 事故防止

○ 療護施設の設置・運営 ○ 介護料の支給 等

○ ASV(先進安全自動車)の導入補助

○ 自動車安全性能の評価の実施 等

■ 被害者保護増進等事業

■ 自動車損害賠償保障事業

○ ひき逃げ・無保険車による事故被害の救済

繰入額
11,200億円

令和5年度
までの繰戻額
7,237億円

令和6年度
繰戻額
65億円

繰入額
年度

補正予算当初予算

ー8,100億円平成6年度

ー3,100億円平成7年度

繰戻額
年度

補正予算当初予算

1,544億円ー平成8年度

808億円ー平成9年度

ー2,000億円平成12年度

ー2,000億円平成13年度

569億円ー平成15年度

～

ー23億円平成30年度

12億円37億円令和元年度

８億円40億円令和２年度

８億円47億円令和3年度

12億円54億円令和４年度

1３億円60億円令和5年度

ー6５億円令和６年度

繰入残高５,８0６億円
(令和６年度末見込み)

4,848億円元本

９５８億円利子相当額

一般会計に繰り入れた１兆1,200億円について、5,806億円が繰り戻されていない。

毎年度の繰戻額は、法律や大臣間合意に基づき、財務省及び国土交通省が協議の上、決定する。
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令和７年度
税制改正要望



税制改正要望事項
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令和７年度税制改正要望

高齢者や障害者等の利便性・安全性の向上を図るため、バリアフリー車両（ノンス
テップバス、リフト付きバス、ユニバーサルデザインタクシー）に係る自動車税（環境性
能割）の特例措置を２年間延長する。

2. 都道府県の条例で定める路線を運行する乗合バス車両の取得に係る非課税措置の
延長 〔自動車税（環境性能割）〕

地域住民の生活の足として必要不可欠な公共交通機関であるバス交通を確保・維
持・改善するため、都道府県の条例で定める路線の運行の用に供する乗合バス車両
の取得に係る自動車税（環境性能割）の非課税措置を２年間延長する。

3. 先進安全技術を搭載したトラック・バスに係る特例措置の延長
〔自動車税（環境性能割）〕

交通事故の防止及び被害の軽減のため、衝突被害軽減ブレーキ（歩行者検知機能
付き）を搭載したトラック等の取得に係る自動車税（環境性能割）の特例措置を２年間
延長する。

1. ノンステップバスやユニバーサルデザインタクシー等のバリアフリー車両に係る特例
措置の延長 〔自動車税（環境性能割）〕

4. 中小企業者が機械等を取得した場合の特例措置の延長（中小企業投資促進税制）
〔所得税・法人税・法人住民税・事業税〕【主管：中小企業庁】

中小企業の設備投資を促進するため、中小企業者がトラック（3.5 トン以上）、その他
機械装置等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の税額控除の特例措置を２年
間延長する。



自動車関係諸税の見直しについては、日本の自動車戦略やインフラ整備の長期展望
を踏まえるとともに、「2050 年カーボンニュートラル」目標の実現に積極的に貢献するも
のでなければならない。その上で、自動車の枠を超えたモビリティ産業の発展に伴う経
済的・社会的な受益者の広がりや保有から利用への移行、地域公共交通へのニーズ
の高まり、ＣＡＳＥに代表される環境変化にも対応するためのインフラの維持管理・機能
強化の必要性等を踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保していくことを前
提に、受益と負担の関係も含め、公平・中立・簡素な課税のあり方について、中長期的
な視点に立って検討を行う。

その際、電気自動車等の普及や市場の活性化等の観点から、原因者負担・受益者負
担の原則を踏まえ、また、その負担分でモビリティ分野を支え、産業の成長と財政健全
化の好循環の形成につなげるため、利用に応じた負担の適正化等に向けた具体的な
制度の枠組みについて次のエコカー減税の期限到来時までに検討を進める。また、自
動車税については、電気自動車等の普及等のカーボンニュートラルに向けた動きを考
慮し、税負担の公平性を早期に確保するため、その課税趣旨を適切に踏まえた課税の
あり方について、イノベーションへの影響等の多面的な観点も含め、関係者の意見を聴
取しつつ検討する。

6. その他

5. 自動車関係諸税の課税のあり方の検討
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（３） 低公害自動車に燃料を充てんするための設備に係る課税標準の特例措置の延長
〔固定資産税〕 【主管：資源エネルギー庁】

車検の受検が可能な期間を車検証の有効期限が満了する日の「１か月前」以降から
「２か月前」以降に拡大することに伴い、所要の措置を講ずる。

中小企業の設備投資を促進し生産性の向上を図るため、中小企業経営強化法の
認定を受けた経営力向上計画に基づき機械装置等を取得した場合の即時償却又は
法人額等の税額控除の特例措置を２年間延長等する。

（１） 中小企業等が特定経営力向上設備等を取得した場合の特例措置（中小企業経営
強化税制）の拡充・延長

〔所得税・法人税・法人住民税・事業税〕 【主管：中小企業庁】

（２） 第一種原動機付自転車における車両区分の改正に伴う同区分に係る軽自動車税
の見直し 〔軽自動車税（種別割）〕 【主管：経済産業省】

車両区分の見直しにより新たに「第一種原動機付自転車（一般原動機付自転車）」に
該当するとされる排気量125cc以下かつ最高出力4kW以下の原動機付自転車につい
て、現行の第一種原動機付自転車の軽自動車税の標準税率を参考としつつ、適切な
税額の適用を要望する。

燃料電池自動車の普及に向けて、燃料等供給設備（水素充填設備）の整備を促進
させるため、当該設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置を２年間延長する。

（４） 車検の受検可能期間の拡大に伴う所要の措置 〔自動車重量税〕
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の

特
例

措
置

を
２

年
間

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

９
年

３
月

3
1
日

）
延

長
す

る
。

現
行

の
特

例
措

置

○
高

齢
化

が
進

展
す

る
我

が
国

で
は

、
高

齢
者

、
障

害
者

等
の

自
立

し
た

日
常

生
活

や
社

会
参

加
の

機
会

を
確

保
し

、
全

て
の

人
々

が
安

心
し

て
生

活
す

る
こ

と
が

で
き

る
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
社

会
の

実
現

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
こ

の
た

め
、

こ
れ

ら
の

者
が

バ
ス

、
タ

ク
シ

ー
な

ど
の

自
動

車
交

通
を

利
用

し
て

安
全

・
円

滑
に

移
動

で
き

る
よ

う
、

バ
リ

ア
フ

リ
ー

車
両

の
普

及
を

加
速

さ
せ

て
い

く
必

要
が

あ
る

。

○
他

方
、

バ
リ

ア
フ

リ
ー

車
両

の
導

入
は

、
直

接
的

な
需

要
増

に
は

結
び

つ
か

な
い

投
資

で
あ

る
こ

と
、

通
常

の
車

両
よ

り
高

額
で

あ
る

こ
と

等
に

よ
り

そ
の

普
及

が
低

調
な

状
況

に
あ

る
。

こ
の

た
め

、
バ

リ
ア

フ
リ

ー
車

両
の

取
得

時
に

お
け

る
負

担
を

軽
減

す
る

こ
と

が
不

可
欠

で
あ

る
。

○
自

動
車

交
通

に
お

け
る

バ
リ

ア
フ

リ
ー

車
両

の
導

入
を

促
進

す
る

こ
と

で
、

高
齢

者
、

障
害

者
等

を
含

む
全

て
の

者
が

安
心

し
て

移
動

・
生

活
す

る
こ

と
が

で
き

る
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
社

会
の

実
現

を
目

指
す

。

施
策

の
背

景

バ
リ

ア
フ

リ
ー

車
両

の
導

入
状

況

（括
弧

内
は

「移
動

等
円

滑
化

の
促

進
に

関
す

る
基

本
方

針
」に

お
け

る
目

標
）

※
１

平
均

利
用

者
数

2
,0

0
0
人

/
日

以
上

の
航

空
旅

客
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
う

ち
鉄

軌
道

ア
ク

セ
ス

が
な

い
施

設
へ

の
バ

ス
路

線
の

運
行

系
統

の
総

数
※

２
総

車
両

数
の

約
2
5
%
が

U
D

タ
ク

シ
ー

で
あ

る
都

道
府

県
の

数

25



都
道
府
県
の
条
例
で
定
め
る
路
線
を
運
行
す
る
乗
合
バ
ス
車
両
の
取
得
に
係
る
非
課
税
措
置
の
延
長

（自
動
車
税
）

生
活

交
通

路
線

の
運

行
を

維
持

・
確

保
す

る
た

め
、

都
道

府
県

の
条

例
で

定
め

る
路

線
の

運
行

の
用

に
供

す
る

乗
合

バ
ス

車
両

の
取

得
に

係
る

非
課

税
措

置
を

２
年

間
延

長
す

る
。

○
少

子
高

齢
化

に
伴

う
人

口
減

少
等

に
よ

り
、

バ
ス

事
業

の
輸

送
人

員
や

営
業

収
入

が
低

迷
す

る
中

で
、

バ
ス

事
業

者
の

経
営

は
極

め
て

厳
し

い
状

況
に

置
か

れ
て

い
る

。
こ

の
た

め
、

乗
合

バ
ス

事
業

の
用

に
供

さ
れ

る
車

両
の

平
均

使
用

年
数

は
長

期
化

傾
向

に
あ

る
。

○
し

か
し

、
老

朽
化

し
た

車
両

の
運

用
は

安
全

性
や

環
境

性
能

の
観

点
か

ら
好

ま
し

く
な

い
こ

と
に

加
え

、
故

障
に

よ
る

運
休

の
リ

ス
ク

や
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
コ

ス
ト

の
増

加
、

乗
客

の
利

便
性

の
低

下
に

つ
な

が
る

。

○
そ

こ
で

、
地

域
住

民
の

生
活

交
通

路
線

を
維

持
す

る
と

と
も

に
、

高
齢

者
や

障
害

者
を

含
め

て
誰

で
も

利
用

し
や

す
く
、

環
境

に
や

さ
し

い
公

共
交

通
を

実
現

す
る

た
め

に
は

、
バ

ス
事

業
者

に
よ

る
車

両
導

入
時

の
負

担
を

軽
減

し
、

老
朽

化
し

た
乗

合
バ

ス
車

両
の

早
期

更
新

を
促

進
す

る
必

要
が

あ
る

。

○
地

域
公

共
交

通
の

確
保

・
維

持
・
改

善
を

担
う

都
道

府
県

と
協

力
し

、
乗

合
バ

ス
車

両
の

更
新

を
後

押
し

す
る

こ
と

で
、

生
活

交
通

路
線

の
維

持
・
利

便
性

の
向

上
を

目
指

す
。

○
【
自

動
車

税
】

都
道

府
県

の
条

例
で

定
め

る
生

活
交

通
路

線

の
運

行
の

用
に

供
す

る
乗

合
バ

ス
車

両
の

取
得

に
つ

い
て

、
そ

の
自

動
車

税
（
環

境
性

能
割

）
を

非
課

税
と

す
る

。

現
行

の
特

例
措

置

要
望

内
容

○
現

行
の

特
例

措
置

を
２

年
間

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

９
年

３
月

3
1
日

）
延

長
す

る
。

施
策

の
背

景

要
望

の
概

要

乗
合

バ
ス

事
業

者
の

収
支

状
況

コ
ロ

ナ
前

で
も

７
割

強
、

現
在

（
令

和
４

年
度

末
時

点
）
で

は
９

割
弱

の
乗

合
バ

ス
事

業
者

が
赤

字
事

業
者

。

国
土

交
通

省
調

べ

＜
令

和
元

年
度

末
時

点
＞

＜
令

和
４

年
度

末
時

点
＞

赤
字

事
業

者
72

.3
％

赤
字

8
7
.1

.％

黒
字

1
2
.9

％
黒

字
2
5
.6

％

赤
字

7
4
.4

％

6年
未

満
, 

12
.3

% 6年
以

上

11
年

未
満

14
.7

%

11
年

以
上

16
年

未
満

22
.3

%

16
年

以
上

21
年

未
満

35
.9

%

21
年

以
上

, 
14

.8
%

乗
合

バ
ス

車
両

の
車

齢
の

分
布

乗
合

バ
ス

車
両

の
車

齢
の

分
布

を
み

る
と

、
７

割
強

が
1
1
年

を
超

え
る

車
両

と
な

っ
て

い
る

。

国
土

交
通

省
調

べ
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先
進
安
全
技
術
を
搭
載
し
た
ト
ラ
ッ
ク
・バ
ス
車
両
に
係
る
特
例
措
置
の
延
長

（自
動
車
税
）

交
通

事
故

に
よ

る
被

害
の

低
減

の
た

め
、

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

を
搭

載
し

た
ト

ラ
ッ

ク
・
バ

ス
車

両
に

係
る

特
例

措
置

を
延

長
す

る
。

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

（
歩

行
者

検
知

機
能

付
き

）

1
,1

9
0
件

死
亡

事
故

4
1
4
件

う
ち

対
歩

行
者

3
4
.8

％
低

減
効

果
※

○
「
第

11
次

交
通

安
全

基
本

計
画

」
（
令

和
３

年
３

月
中

央
交

通
安

全
対

策
会

議
決

定
）
に

お
い

て
令

和
７

年
ま

で
に

交
通

事
故

に
よ

る
死

者
数

を
2
,0

0
0
人

以
下

と
す

る
政

府
目

標
が

掲
げ

ら
れ

て
い

る
中

、
令

和
５

年
の

交
通

事
故

死
者

数
は

2,
67

8
人

で
あ

り
、

更
な

る
取

組
の

強
化

が
必

要
な

状
況

に
あ

る
。

○
特

に
、

ト
ラ

ッ
ク

・
バ

ス
な

ど
の

大
型

車
両

は
、

事
故

発
生

時
の

被
害

が
大

き
く
な

り
や

す
く
、

高
い

事
故

防
止

・
被

害
軽

減
効

果
が

期
待

さ
れ

る
先

進
安

全
技

術
を

搭
載

し
た

車
両

の
早

期
の

普
及

・
導

入
が

求
め

ら
れ

て
い

る
。

他
方

、
そ

れ
ら

の
車

両
の

価
格

は
従

来
の

も
の

よ
り

高
額

で
あ

り
、

事
業

者
の

負
担

が
大

き
い

た
め

、
車

両
導

入
時

の
負

担
を

軽
減

す
る

こ
と

が
不

可
欠

で
あ

る
。

○
先

進
安

全
技

術
を

搭
載

し
た

車
両

の
早

期
普

及
を

促
進

す
る

こ
と

で
、

交
通

事
故

に
よ

る
死

者
数

の
低

減
を

図
り

、
も

っ
て

安
心

・
安

全
な

社
会

の
実

現
を

目
指

す
。

施
策

の
背

景

※
平

成
2
8
年

～
令

和
２

年
に

お
け

る
大

・
中

型
ト

ラ
ッ

ク
の

死
亡

事
故

の
う

ち
、

装
置

に
よ

り
防

ぎ
う

る
類

型
の

事
故

の
件

数
か

ら
試

算
。

現
行

の
特

例
措

置

要
望

内
容

要
望

の
概

要

○
【
自

動
車

税
（
環

境
性

能
割

）
】

車
両

総
重

量
3
.5

t超
の

ト
ラ

ッ
ク

・
バ

ス
車

両
で

あ
っ

て
、

衝
突

被
害

軽
減

ブ
レ

ー
キ

を
搭

載
し

た
も

の
に

つ
い

て
、

取
得

価
額

か
ら

1
7
5
万

円
を

控
除

す
る

。

○
現

行
の

特
例

措
置

を
２

年
間

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

９
年

３
月

3
1
日

）
延

長
す

る
。
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内
航
海
運
事
業

（
船
舶
の
貸
渡
を
す
る
事
業
）

ト
ラ
ッ
ク
事
業

1
,5
8
2
事
業
者

6
3
,1
2
7
事
業
者

事
業
者
数

5
.3
万
人

2
0
1
万
人

従
業
員
数

9
1
.2
％

9
7
.5
％

中
小
企
業
の
割
合

1
.8
％

0
.0
％

営
業
利
益
率
（
平
均
）

（
営
業
利
益
／
売
上
高
）

参
考
：
全
産
業
平
均
は
4
.5
％

ト
ラ
ッ
ク
、
内
航
貨
物
船
、
機
械
装
置
等
に
係
る
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
の
延
長

（所
得
税
・法
人
税
・法
人
住
民
税
・事
業
税
）

現
行

の
特

例
措

置

○
【
所

得
税

・
法

人
税

等
】

中
小

企
業

者
が

ト
ラ

ッ
ク

、
内

航
貨

物
船

、
機

械
装

置
等

を
取

得
し

た
場

合
に

、
取

得
価

額
（
内

航
船

舶
は

取
得

価
額

の
7
5
％

）
の

3
0
％

の
特

別
償

却
又

は
７

％
の

税
額

控
除

の
選

択
を

可
能

と
す

る
。

○
現

行
の

特
例

措
置

を
２

年
間

（
令

和
７

年
４

月
１

日
～

令
和

９
年

３
月

3
1
日

）
延

長
す

る
。

要
望

内
容

要
望

の
概

要

○
ト

ラ
ッ

ク
事

業
者

、
内

航
海

運
事

業
者

等
は

、
国

内
貨

物
輸

送
の

大
半

を
担

う
な

ど
、

我
が

国
の

国
民

生
活

及
び

産
業

活
動

に
お

い
て

重
要

な
役

割
を

果
た

し
て

い
る

。

○
一

方
で

、
そ

の
大

半
を

投
資

余
力

の
小

さ
い

中
小

企
業

者
が

占
め

て
お

り
、

そ
の

経
営

基
盤

の
強

化
や

生
産

性
の

向
上

を
図

る
た

め
、

設
備

投
資

の
促

進
を

図
る

こ
と

が
重

要
。

○
経

営
基

盤
が

脆
弱

な
中

小
の

ト
ラ

ッ
ク

事
業

者
、

内
航

海
運

事
業

者
等

の
設

備
投

資
を

促
進

す
る

こ
と

で
、

•
国

民
生

活
及

び
産

業
活

動
を

支
え

る
サ

ー
ビ

ス
の

安
定

的
な

供
給

の
確

保
や

、
そ

の
コ

ス
ト

削
減

及
び

生
産

性
向

上
に

寄
与

•
幅

広
い

関
連

業
界

へ
の

経
済

波
及

効
果

を
通

じ
て

、
日

本
経

済
の

活
性

化
に

寄
与

施
策

の
背

景

※
トラ
ッ
ク
事
業
は
令
和
４
年
度
又
は
令
和
４
暦
年
の
数
値

内
航
海
運
事
業
は
令
和
５
年
度
又
は
令
和
５
暦
年
の
数
値

内
航
海
運
事
業
の
営
業
利
益
率
は
中
小
企
業
の
数
値

※
（出
典
）ト
ラ
ッ
ク
事
業
の
従
業
員
数
：総
務
省
「労
働
力
調
査
」

トラ
ッ
ク
事
業
の
営
業
利
益
率
：全
日
本
トラ
ッ
ク
協
会
「
経
営
分
析
報
告
書
」

そ
の
他
の
項
目
：国
土
交
通
省
調
べ
に
よ
る

ト
ラ

ッ
ク

5
2
.4

%

内
航

海
運

4
2
.8

%

【
国
内
貨
物
輸
送
量
】

（
ト
ン
キ
ロ
ベ
ー
ス
）

鉄
道

4
.7

%
航

空
0
.2

%

※
令
和
４
年
度
の
数
値

中
小

企
業

者
が

ト
ラ

ッ
ク

、
内

航
貨

物
船

、
機

械
装

置
等

を
取

得
し

た
場

合
に

特
別

償
却

又
は

税
額

控
除

の
選

択
適

用
を

認
め

る
特

例
措

置
を

延
長

す
る

。
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自
動
車
関
係
諸
税
の
課
税
の
あ
り
方
の
検
討

令
和

６
年

度
与

党
税

制
改

正
大

綱
の

検
討

事
項

を
踏

ま
え

、
以

下
所

要
の

検
討

を
行

う
。

○
日

本
の

自
動

車
戦

略
や

イ
ン

フ
ラ

整
備

の
長

期
展

望
を

踏
ま

え
る

と
と

も
に

、
「
2
0
5
0
年

カ
ー

ボ
ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

」
目

標
の

実

現
に

向
け

た
積

極
的

な
貢

献
、

モ
ビ

リ
テ

ィ
産

業
の

発
展

に
伴

う
経

済
的

・
社

会
的

な
受

益
者

の
広

が
り

や
保

有
か

ら
利

用
へ

の

移
行

、
地

域
公

共
交

通
へ

の
ニ

ー
ズ

の
高

ま
り

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、

国
・
地

方
を

通
じ

た
財

源
を

安
定

的
に

確
保

し
て

い
く
こ

と
を

前
提

に
、

受
益

と
負

担
の

関
係

も
含

め
、

公
平

・
中

立
・
簡

素
な

課
税

の
あ

り
方

に
つ

い
て

、
中

長
期

的
な

視
点

に
立

っ
て

検
討

を

行
う

。

○
自

動
車

関
係

諸
税

の
見

直
し

に
つ

い
て

は
、

日
本

の
自

動
車

戦
略

や
イ

ン
フ

ラ
整

備
の

長
期

展
望

を
踏

ま
え

る
と

と
も

に
、

「2
0
5
0

年
カ

ー
ボ

ン

ニ
ュ

ー
ト

ラ
ル

」
目

標
の

実
現

に
積

極
的

に
貢

献
す

る
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
そ

の
上

で
、

自
動

車
の

枠
を

超
え

た
モ

ビ
リ

テ
ィ

産
業

の
発

展
に

伴
う

経
済

的
・社

会
的

な
受

益
者

の
広

が
り

や
保

有
か

ら
利

用
へ

の
移

行
、

地
域

公
共

交
通

へ
の

ニ
ー

ズ
の

高
ま

り
、

Ｃ
Ａ

Ｓ
Ｅ

に
代

表
さ

れ

る
環

境
変

化
に

も
対

応
す

る
た

め
の

イ
ン

フ
ラ

の
維

持
管

理
・
機

能
強

化
の

必
要

性
等

を
踏

ま
え

つ
つ

、
国

・
地

方
を

通
じ

た
財

源
を

安
定

的
に

確
保

し
て

い
く
こ

と
を

前
提

に
、

受
益

と
負

担
の

関
係

も
含

め
、

公
平

・
中

立
・
簡

素
な

課
税

の
あ

り
方

に
つ

い
て

、
中

長
期

的
な

視
点

に
立

っ
て

検

討
を

行
う

。
そ

の
際

、
電

気
自

動
車

等
の

普
及

や
市

場
の

活
性

化
等

の
観

点
か

ら
、

原
因

者
負

担
・
受

益
者

負
担

の
原

則
を

踏
ま

え
、

ま
た

、
そ

の
負

担
分

で
モ

ビ
リ

テ
ィ

分
野

を
支

え
、

産
業

の
成

長
と

財
政

健
全

化
の

好
循

環
の

形
成

に
つ

な
げ

る
た

め
、

利
用

に
応

じ
た

負
担

の
適

正
化

等

に
向

け
た

具
体

的
な

制
度

の
枠

組
み

に
つ

い
て

次
の

エ
コ

カ
ー

減
税

の
期

限
到

来
時

ま
で

に
検

討
を

進
め

る
。

ま
た

、
自

動
車

税
に

つ
い

て
は

、

電
気

自
動

車
等

の
普

及
等

の
カ

ー
ボ

ン
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
に

向
け

た
動

き
を

考
慮

し
、

税
負

担
の

公
平

性
を

早
期

に
確

保
す

る
た

め
、

そ
の

課
税

趣

旨
を

適
切

に
踏

ま
え

た
課

税
の

あ
り

方
に

つ
い

て
、

イ
ノ

ベ
ー

シ
ョ

ン
へ

の
影

響
等

の
多

面
的

な
観

点
も

含
め

、
関

係
者

の
意

見
を

聴
取

し
つ

つ

検
討

す
る

。

令
和

６
年

度
与

党
税

制
改

正
大

綱
（
令

和
５

年
1
2
月

1
4
日

自
由

民
主

党
・
公

明
党

）
（
抜

粋
）

施
策

の
背

景

29



　　



（この冊子は、再生紙を使用しています。）


